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編集後記
　本号の「TOPICS　バーゼル銀行監督委員会と証券化」（江川由紀雄氏執筆）においても触れ
られていますが、バーゼル銀行監督委員会は、市中協議文書「証券化商品の資本賦課枠組みの
見直し（2012年12月）」での提案内容の大幅な修正を行った第二次市中協議文書を2013年
12月に公表し、本年３月21日を締切りとする意見募集が開始されました。

　今回の市中協議文書は、2012年12月の市中協議文書と比べると、証券化の扱いに関して
緩和的な内容となっていますが、証券化に対する規制強化の潮目が変わるひとつのきっかけ
となる可能性もあります。

　当協議会としては、わが国の証券化市場の再活性化を図る観点から、バーゼル委の規制・監
督が、各 国の証券化市場の実態を考慮し、適正な証券化取引の促進を阻害するものとならない
よう、この市中協議文書に対して意見表明をしていきたいと思います。
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